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下水の最終処理を担う浄化センターは，下水が自然流下により収集されることから，通常，沿

岸域や河川河口域に多く立地されている．浄化センターには，地下施設と密接な連携が必要なポ

ンプ室等があるが，ポンプ室等が浸水した場合，被災地域では衛生環境の悪化が長期間続くこと

になる．下水処理施設の地震被害を防ぐためには，津波による衝撃力や波力を受け流すことによ

って施設の破壊と施設への浸水を防ぐような，靱性の高い構造が必要である．そこで，本研究で

は，靱性の高い構造として，半地下構造物を想定した新たな免震・免波構造を提案するとともに，

その有効性に関して，数値解析により免震性能，免波性能についての基礎的評価を行った． 

 
Key Words: semi-underground structure, seismic isolation, tsunami, wave pressure reduction, numerical 

analysis 

 

1. 緒言 

 
下水の最終処理に当たる浄化センターは，その収

集方式が自然流下であるため，通常，沿岸域や河川

河口域に立地されるケースが多い．下水放流上の見

地から，計画洪水位や既往最高潮位に配慮して，河

川管理者や海域管理者と地方自治体が協議の上，計

画水位を決定し浄化センターが建設される．例えば，

東日本大震災で大きな津波被害を受けた仙台湾域に

は，図-1 に示すとおり，石巻東部，仙塩，南蒲生，

県南，山元，相馬と 6 ヶ所の終末下水処理場が配置

されている． 

一般に，浄化センターの主要な設備である最初沈

殿池，反応槽は覆蓋されているが，最終沈殿池など

は維持管理性および経済性から覆蓋されていない．

そのため，港湾の防潮防波堤などと同じく，一旦計

画水位を突破されれば容易に泥土の浸入を許し，そ

の除去のために長期間にわたって機能制限を余儀な

くされるため，浸水に対して無防備な施設であると

言える

1）

．この対策として，主要沈澱池，反応タン

クの地下化，もしくは堅固な鉄筋コンクリート製に

よる覆蓋などが考えられるが，運転の制約上，地下

構造と密接な連携が必要であり，覆蓋が難しい施設

がある．これらの代表例として，写真-1，2に仙台市
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南蒲生浄化センターのポンプ室，ならびに曝気槽送

風機室の津波損傷の事例を示す．これまでの津波災

害では，脆弱な壁構造は破壊され，柱－梁構造のみ

を残す被災事例が多く発生しているが,近代的な柱

－梁構造ならびにある程度補強された壁構造の被害

を見ると，津波の破壊力の定量的評価と耐波または

免波構造の開発が必要であると考えられる．また，

写真-1，2より，その破壊状況から，津波到来時の衝

撃的な力として作用する波圧の影響もあると考えら

れる．これらの波圧については，電力中央研究所の

大型造波水路を使用した模型実験に基づき，ソリト

ン分裂第 1 波の衝突時と，その後の津浪本体が衝突

し重複波を形成した時の波圧についての研究結果が

まとめている
2）
． 

以上のような被害事例や研究事例を踏まえ，ここ

では，新たな津波対策工として，ソリトン分裂第 1
波の衝突時に対しては，後退，回転，ねじれといっ

た，三次元的なクッション性能で衝撃的な波圧を軽

減するとともに，後続の津波本体に対しては，アス

ファルトのレオロジー特性（荷重を受けると時間と

共に変形し，荷重から解放されると変形が緩和する

特性）を利用して，受圧面の回転，ねじれによって，

波圧軽減を期待した免震・免波構造を考案した．本

研究では，新たな免震・免波構造を提案するととも

に，その適用可能性について検討した．また，提案

する免震・免波構造の適用施設の適正規模を検討す

るために，東日本大震災での被災事例を調査すると

ともに，免震効果と免波効果について数値シミュレ

ーションを行い，その有効性の基礎的検証を行った． 
 
 

2. 免震・免波構造の適用対象 
 

表-1 に東日本大震災の際に津波より被災した浄化

センターの一覧を示す．また，津波で被災した浄化

センターの処理能力と海岸からの距離との関係を図

-2に示す．一般的に水循環ネットワークにおいては，

自然流下式が経済性に優れ，また沿岸部では内陸に

比べて人口が多くなるため，海に近いほど浄化セン

ターの処理能力は大きくなる傾向がある．施設の海

岸からの距離は概ね 1.1km 程度，処理能力では 40
万 m3/日の南蒲生浄化センターが最大であり，施設数

では 0.1～0.3万m3
の小規模な処理場が多いことが分

かる．浄化センター内の構造物には，管理棟，ポン

プ棟，機械・電気室，汚泥処理棟，自家発電室など

があり，半地下構造物であるポンプ室棟や付随する

機械・電気室は，大きな処理施設では建築面積が

1000 ㎡を超えるものも存在するが，一般に 200 ㎡程

度のものが多い． 

これらの状況を踏まえ，免震・免波構造の適用対

象に関して，以下の事項を想定した． 
・浄化センターは沿岸地域に多く存在し，津波の被

害を想定する必要がある． 
・ポンプ室等は，気中ポンプのメンテナンスの必要

性から内部に吹き抜け構造を持ち，浸水に対して極

めて脆弱な構造物である. 
・ポンプ室やそれに付随する機械・電気室等が浸水

した場合，復旧までに長期に渡って処理機能が損な

われ，復興の妨げとなる． 
・ポンプ室等は，施設規模は概ね 20m×10m，地上

4 階(GL+15m)，地下 2 階(GL-12m)程度の半地下構

造物である． 
 

 
図-1 仙台湾沿岸域の浄化センター（終末下水処理場） 

 

 
 

写真-1 ポンプ室外壁の損傷（仙台市建設局） 
 

 
 

写真-2 曝気槽送風機室外壁の損傷（仙台市建設局） 

- 2 -



 

 

 

表-1 東北地方太平洋沖地震の津波により被災 

した浄化センターと海岸からの距離 

 
 

 
図-2 海岸からの距離と浄化センターの処理能力 

 
 

3. 免震・免波構造の提案 

 
提案する免震・免波構造の概要を図-3，図-4 に示

す．これは，津波の衝撃的な波圧に対して，後退，

回転，ねじれの三次元的なクッション効果によって

その波圧を軽減すると共に，構造物外周に充填した

アスファルト系免震材のレオロジー特性を利用して，

受圧面の回転，ねじれによって，波力のエネルギー

を吸収することを期待するものである． 

本研究で提案する免震・免波構造の主な着目点と

特徴は次の通りである． 
①嵩上げゴムにより基礎地盤との縁が切れており，

底面に階段状の勾配を有するため，波力を受けた場

合，構造物の回転，ねじり変形を誘導できる．また，

重心が低く，構造物自体が復元力を有する． 
②構造物の周囲は全て，所定の復元力特性を持つ免

震材料で充填された回転・ねじりに対応する三次元

免震システムである．充填材は，地下構造物などで

実績があるアスファルト系免震材を適用する
3-5）

．免

震材は荷重を受けた際，時間と共に変形し，荷重か

ら解放されると変形が緩和するレオロジー特性を有

するため，津波の波力の緩和に効果が期待できる． 
③構造物構築の過程で使用する嵩上げゴムは，構造

物完成後は，免震材と一体的に免震・免波機能を分

担する．ゴムの周囲は免震材で充填されており，従

来の鋼板製積層ゴムや沈埋トンネル用ゴムガスケッ

トのように，横倒れによる座屈は生じ難い．そのた

め，高価な鋼板製積層ゴムに換えてこの繊維補強ゴ

ムを用いることは有用である．さらに，地盤支持力

によっては免震システムに不可欠なシステム設置用

地下空間を必ずしも必要としないため，建設費のコ

ストダウンが期待できる． 

④外力により変形やせん断力が大きくなる地表面付

近には，重要なクッション機能を備えるゴム製排水

溝を設置する．これは，免震材の紫外線・乾燥から

の防護および寄せ波・引き波による洗掘防護の効果

が期待できる． 
⑤波圧を緩和する目的で波圧緩和ポケットを掘削整

形し，第一波の波圧を緩和するとともに，地階部分

の拘束を緩和し，構造物の傾倒を許容することで，

壁の破壊と構造物内部への浸水を防ぐことができる． 
 

 
(a) 免震・免波構造概略図 

 

 
(b) A 部詳細図 

図-3 地下空間を有する構造物の免震・免波構造 

No. 津波で被災した下水処理場 海岸からの距離 

1 

岩手県 

田老浄化センター 

1km 未満 

2 大船渡浄化センター 

3 太平下水処理場 

4 陸前高田浄化センター 

5 野田浄化センター 

1km 以上 

6 大槌浄化センター 

7 

宮城県 

県南浄化センター 

1km 未満 

8 石巻東部浄化センター 

9 南蒲生浄化センター 

10 気仙沼終末処理場 

11 山元浄化センター 

12 志津川浄化センター 

13 雄勝浄化センター 

14 あゆかわ浄化センター 

15 仙塩浄化センター 

1km 以上 

16 津谷街浄化センター 

17 

福島県 

相馬市下水処理場 

1km 未満 

18 新地浄化センター 

19 広野浄化センター 

20 北泉浄化センター 

21 小高浄化センター 

1km 以上 

22 鹿島浄化センター 

A 
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図-4 免震・免波構造の挙動イメージ 

 
 
4. 免震材と嵩上げゴムの材料特性 

 
(1)アスファルト免震材の物性 

 地下構造物の免震材として実績のあるアスファル

ト系免震材は，アスファルト乳剤と吸水性ポリマー，

セメント，混和剤などを混ぜ合わせたもので，弾塑

性を有する材料である．一方，免震・免波構造にお

いては，速度が速く衝撃的な津波の外力に対して緩

衝させる必要があり，より柔らかい粘弾性体として

の物性が重要と考えらえる.そこで，従来タイプから

塑性の性質を与えるセメント分を除いた粘弾性の免

震材を適用した．材料試験に使用したアスファルト

系免震材の配合を表-2に示す．施工時には，A液と B

液を混合して圧送ポンプで注入する． 
 免震・免波タイプのアスファルト系免震材の粘度

およびズリ応力の測定結果を図-5 および図-6 に示す．

測定は，単一円筒形回転粘度計を用いて行った．ポ

リマー添加量の違いにより 10

2

～10

4

Pa・s 程度の粘性

の調整が可能である．また，ポリマー量 3.0％の配

合の動的粘弾性率を測定した結果と換算ポアソン比

の関係を図-7 に示す．なお，換算ポアソン比ν は，

アスファルト系免震材の弾性波速度 pC ，動的粘弾性

率試験から求めたヤング率Eを式（1）に代入してラ

メ定数を算定し，式(2)より求めた． 

 

ρ
µλ 2+=pC ，

µλ
µλµ

+
+= )2(3

E    (1) 

)(2 µλ
λν
+

=        (2) 

 

）；弾性体の密度（；ラメ定数　　，

）　；ヤング率（）　；弾性波速度（

3

2

kg/m

N/mm/s

ρµλ

EC p
 

 

表-2 アスファルト系免震材の配合 

配合 
A 液 B 液 

密度 
(㎏/m3) 

アスファ

ルト乳剤 
早強ポルトラ

ンドセメント 
高吸水 
ポリマー 

従来 
タイプ 

100 15 3 
1200 

免震・免波

タイプ 
100 0 3～5 

1100 

 

 

図-5 ズリ速度と粘度の関係 

 

 

図-6 ズリ速度とズリ応力の関係 

 

 

図-7 周波数と弾性係数およびポアソン比の関係 

 

 この結果から，遅い伸縮ではポアソン比が 0.5 に

近く，早い伸縮でも見かけ上ポアソン比はやや低下

するが，非常に弾性的な物性を示すことが分かる． 

 

(2)嵩上げゴムの物性 

 嵩上げゴムは，ゴムの中に繊維を積層埋設した積

層繊維補強ゴム

6-7）

である．この積層繊維補強ゴム

は，ゴムより先に終局を迎える繊維を積層埋設して

いるため，圧縮時の降伏荷重を明確化できる．さら

に，積層埋設する繊維の力学特性（強度や伸び），積

層枚数によって，鉛直剛性や降伏荷重を任意に設定

することができる素材である．例えば，図-8 に示す
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ように，同じ力学特性の繊維の積層枚数を変化させ

ることで，鉛直剛性や耐荷力を調整することができ

る．この高い鉛直剛性により躯体を支えることが十

分に可能であると考えられる． 

 

図-8 嵩上げゴムの荷重-変位曲線の一例 

 
 

5. 免震・免波性能に関する数値解析方法 

 
本研究で提案する，免震・免波構造の免震性能お

よび免波性能を確認するために，二次元粒子法によ

る時刻歴解析を実施した．粒子法は物理量の定義点

である粒子が移動することにより連続体の運動を計

算する数値解析手法であり，本構造形式のように構

造躯体が大きく並進および回転運動するような問題

に適した解析手法である． 
解析には粒子法に基づく数値解析プログラム

「DYBECS」を用いた．この解析プログラムは，

ISPH （ Incompressible Smoothed Particle 
Hydrodynamics）法を用いた非圧縮性流体解析

8）
と

個別要素法による剛体の運動解析を連成可能であり，

更に剛体や境界間を接続するばね要素などが使用可

能であるため免震・免波効果の検証解析に用いた． 
解析は，免震効果を検証する地震応答解析と，免

波効果を検証する津波衝突解析に分けて行い，免

震・免波構造モデルの材料物性などは共通とした．

本解析では，相対的に変形の小さい構造躯体と地盤

を剛体としてモデル化し，免震材を高粘性流体，嵩

上げゴムはばね要素としてモデル化した．図-9 に免

震・免波構造の解析モデルを示し，図-10に嵩上げゴ

ムのモデル化に用いたばね要素の構成モデルを示す．

図中のKnとKsはそれぞれ法線方向と接線方向のば

ね定数である．接触力の接線成分 Fs は接触面の摩擦

角φと垂直抗力 Fn より計算されるクーロン摩擦限

界τf より大きな力には抵抗しないとした．嵩上げゴ

ムをモデル化したばね要素は流体粒子との相互作用

を持たないため，免震材の流動を妨げることがなく，

二次元解析の適用が可能である．また，使用したば

ね要素は引っ張りには抵抗せず，躯体の浮き上がり

や接触面の滑動による復元力の消失を表現すること

が可能である． 
 

5.0m 5.0m

嵩上ゴム

(流体は通

過可能)

6.5m

6.5m

13.5m

7.5m

5.9m

重心位置

(G.L.-2.5m)

免震材

(高粘性流体)

構造物は剛体とした

奥行(19.5m）も考慮

して重量を設定

14.5m
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図-9 免震・免波構造の数値解析用モデル 
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図-10 ばね要素の構成モデル 

 
(1) 比較解析ケース 

地震応答解析および津波衝突解析に共通する構造

物として，下水浄化センターのポンプ場を想定した．

構造躯体は，地上 2 階地下 2 階建ての幅 13.5m，高

さ 26.4m，奥行き 19.5mの建物を設定しモデル化を

行った．解析モデルはピットの条件を変えて 4 モデ

ル作成し，免震材の液位やピット上部の開放スペー

スの有無によって図-11に示すように分けられる．な

お，嵩上げゴムは図示していないが未対策構造を除

いて各モデルに設置している． 
図-11(a)の未対策構造はピットを設けず，地盤と構

造物が直接接するモデルである．図-11(b)および図-11 

(c)のモデルは地盤と構造物間に 0.5m の隙間を有す

るピットを設けたものであり，免震材の液位がそれ

ぞれ異なる．図-11 (d)のモデルは図-11 (c)のモデルを

基に，構造物が波力を受けて傾いた際に，より傾斜

角が大きくなるようにピット上部の空間を開放した

ものである． 
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図-11 解析モデル 

 
(2) 構造躯体の解析条件 

建物底部は円弧状の断面形状とし，直接あるいは

嵩上げゴムを介して剛地盤に接地する条件とした．

常時においては建物重量を嵩上げゴムが支えること

で免震材の液位が高い場合にも排出を抑制し，また

地震時や津波衝突時においては建物の並進および回

転運動の抵抗を小さくする構造を想定している．建

物の重量は実規模のポンプ場を想定し，面積あたり

の荷重は 234.6kN/m2
とした．この躯体重量では，常

時にピットが免震材で満たされた場合でも建物が浮

き上がることはない．二次元モデルには含まれない

側壁の重量を考慮し，建物の剛体モデルの密度は

4.018t/m3
に設定した．剛体モデルの接触力について

は個別要素法によって計算しており，個々の粒子に

生じた作用力を剛体重心に合算し，並進と回転の運

動を計算した．ばね定数は最大の時間増分で安定に

計算可能な範囲で大きな値を設定し，時間増分可変

で行う解析における初期時間増分 5.0×10-4s から表-3

に示す値を設定した．  
建物を支える嵩上げゴムの解析パラメータは，繊

維補強ゴムの試験値より，1 基あたり 0.5m2
の嵩上

げゴム 3×4 列＝12 基で支えるものとし，解析平面

内に 3 基を配置して単位奥行あたりの剛性を設定し

た．設定したパラメータを表-4に示す． 

 
表-3 建物の形状・寸法と物性 

項目 内容 

躯体外寸 

13.5m×26.4m 

（地上部 13.0m） 

・底部接触面の形状 曲率半径 20m の円弧形状 

剛体密度 

（奥行方向の壁重量含む） 

4.018 t/m3 

剛体接触時の法線ばね定数 10.0MN/m 

剛体接触時の接線ばね定数 2.5MN/m 

剛体接触時の減衰定数 0.1 

剛体接触時の摩擦係数 0.57735 

 
表-4 嵩上げゴムの物性 

 項目 

鉛直剛性 

（MN/m） 

水平剛性 

（MN/m） 

摩擦係数 減衰比 

嵩上ゴム 38.42 0.03842 0.6 0.1 

 
(3) 免震材の解析条件 

免震材の物性は材料試験結果から設定し，高粘性

のニュートン流体としてモデル化した．免震材の粘

度はある程度調整可能であるが，本検討では

100Pa・s の粘度を設定した．粒子間距離は免震層の

厚さを 10 分割として設定し，SPH 近似のカーネル

関数として 5 次のスプライン関数を用い，粒子間距

離の 3 倍を影響半径とした．免震材と水に設定した

物性および SPH解析の計算条件を表-5に示す． 
 

表-5 SPH の解析条件 

項目 内容 

免震層の密度 1.1 t/m

3

 

免震層の粘度 100.0 Pa・sec 

水の密度 1.0 t/m

3

 

水の粘度 0.001 Pa・s 

初期粒子間距離 0.05 m 

SPH の影響半径 0.15 m 

 
 

6.免震性能に関する解析的検討結果 

 
(1) 検討用地震動 

本研究では検討用地震動としては道路橋示方書

H24 に示されるレベル 2 地震動を設定した
9）
．採用

した地震動は II 種地盤を対象とした設計用地震動で

あり，仙台河川国道事務所構内の地盤上における東

北地方太平洋沖地震の位相特性を持つもの（I-II-2）
および JR 西日本鷹取駅構内地盤上の兵庫県南部地

震の位相を持つもの（II-II-2）である．検討用地震動

の加速度時刻歴波形を図-12と図-13に示す． 
地震動は慣性力として入力し，解析モデル全体に

入力地震波の符号を反転して作用させた．地盤およ

びピットは固定境界とし，地震条件は運動する解析

モデルと固定境界間の反力として与えられる． 
未対策構造では構造躯体が地盤によって固定され

るため，入力地震動と構造物の加速度応答は同じで
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あり，また免震材の液位が低いケース間においてピ

ット上部の構造による違いは，地震時の検討につい

ては違いがないため，図-11(a)および(d)に示される

モデルの解析ケースは実施しなかった． 
 

 

 
図-12 検討用地震動 I-II-2  

 

 
図-13 検討用地震動 II-II-2  

 

 (2) 解析結果と考察 

解析結果より，入力地震動と同じ応答を示す未対

策構造と免震・免波構造のそれぞれの絶対加速度応

答スペクトルを図-14 および図-15 に示す．どちらの

地震条件についても長周期側にピークがシフトし，

応答加速度が低減しており，免震効果があることが

確認できた．免震効果は免震材の液位の浅いモデル

の方が大きく，建物を拘束する作用を小さくする必

要があることが認められる．一方，II-II-2 入力時の

応答加速度のピークは液位の深いケースの方が小さ

くなっているが，これは液位の浅いケースで躯体と

ピットの衝突が発生したためであり，躯体の衝突を

抑制する対策が必要であることを示唆している． 
免震効果は躯体の運動だけでなく，免震材の流動

による粘性減衰や嵩上げゴムの滑動による影響も受

けるため，最適な構造の設定は難しいが，数値解析

による検討を行うことである程度の目安を得ること

が可能であると考えられる． 

 

 

図-14 I-II-2 入力時の建物重心位置の加速度応答 

 

 

図-15 II-II-2 入力時の建物重心位置の加速度応答 

 

 

7. 免波性能に関する解析的検討結果 

 
免震・免波構造の津波波力に対する免波性能を確

認するため，免震性能の検討と同様の数値解析モデ

ルを用いて検討を行った．  
 
(1) 検討用津波の条件 

解析では建物前面より 10m手前の位置に，衝突時

の衝撃的波力の継続時間に対して一定の水位を保て

る奥行の水柱モデルを設定し，解析開始時に初速度

を与えた上で水柱崩壊させ，これを検討用津波条件

とした．水柱には予め想定する津波の初速度を与え

ており，有限深の表面波の位相速度から計算した速

度を初速度として設定した．深さℎの表面波の位相速

度��は波長を�として式(3)から計算できる．  

 

 �� = ���
	
 tanh 	
��  (3) 

 
津波のように，波長が長く，陸域において遡上過

程にある浅い水深の場合，式(3)は��ℎで近似される

ことから，本検討でも��ℎを津波モデルの初速度の

計算に用いた．津波モデルの水深は建物高さの 1/2
である 6.5m に設定した． 
 

表-6 津波の条件 

津波条件 

初期水深 

（m） 

水柱奥行 

(m) 

初速度 

（m/s） 

建物高さ 1/2 6.5 50.0 7.984 

 
 
 (2) 解析結果と考察 

建物壁面に生じた圧力について，図-16，図-17 に

圧力の大きい壁面高さにおける圧力履歴を示す．免

震・免波構造を採用したモデルでは各ケースにおい

て壁面に生じた圧力が低減していることが確認でき

る．免震・免波構造の圧力緩衝効果は構造躯体の水

平移動と回転によって生じていると考えられるが，

免震材の液位が浅いケースや圧力緩和ポケットを有
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するケースでは，衝突流体を下方へ逃がすことによ

る影響も大きい． 
図-18から図-21に衝突流体の圧力分布と建物回転

の様子を示し，未対策構造モデルで最も圧力が大き

くなる時刻断面と壁面移動が収束する時刻断面の結

果を比較した．圧力分布から免震・免波構造による

緩衝効果を確認することができるとともに，免震・

免波構造では構造躯体が大きく並進/回転運動する

様子が確認できる．また，地上部の圧力を大きく低

減できる免震材液位の浅いケースでは地下構造部の

圧力が大きくなることが認められる．地下構造部は

地上部に比べて構造断面が大きいため，このような

地下構造部へ負荷を分配する構造は効果的であると

考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-16 建物壁面の圧力時刻歴（G.L.+1.0m） 

 

 
図-17 建物壁面の圧力時刻歴（G.L.+2.0m） 

 

 

 

図-18 未対策構造モデルの水圧分布 

 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0.6 0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6

圧
力

[k
P

a
]

時刻 [s]

G.L.1.0m位置の壁面圧力履歴

未対策構造

免振免波-G.L.0m

免振免波-G.L.10m

免振免波-G.L.10m

開放型ピット

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0.6 0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6

圧
力

[k
P

a
]

時刻 [s]

G.L.2.0m位置の壁面圧力履歴

未対策構造

免振免波-G.L.0m

免振免波-G.L.10m

免振免波-G.L.10m

開放型ピット

- 8 -



 

 

図-19 免震・免波構造（免震材充填液位 G.L. 0m）モデルの水圧分布 

 

 
図-20 免震・免波構造（免震材充填液位 G.L.-10m）モデルの水圧分布 

 

 
図-21 免震・免波構造（免震材充填液位 G.L.-10m 開放型ピット）モデルの水圧分布 

 
 
 

8. 結言 

 
本研究では，ミレニアム地震発生時に想定される

下水の浄化センター施設の被害を軽減し，被災地の

上下水道機能の早期復旧を可能とするため，半地下

化構造物に適用する免震・免波構造を提案した． 
本研究で得られた成果を要約すると以下のとおり

である． 
 
1） 津波の衝撃的な波圧に対して三次元的（後退，

回転，ねじれ）クッション性能にてその波圧を

軽減すると共に，受圧面の回転，ねじれによっ

て，波力のエネルギーを吸収することを期待す

る免震・免波構造を提案した． 
2） 東日本大震災での被災事例の調査結果を踏まえ，

提案する免震・免波構造を適用する施設規模に

ついて検討した． 

3） 免震・免波構造に適用するアスファルト系免震

材や嵩上げゴムに使用する積層繊維補強ゴムの

材料特性を評価した． 
4） SPH 法を用いた地震応答解析により，免震・免

波構造の免震性能を確認した．液体状の免震材

を採用することと充填量を抑えることで構造物

が移動し易い条件を満たし，高い免震性能が発

揮されることを確認した． 
5） SPH 法を用いた津波衝突解析により，提案した

構造の免波性能を評価した．免震性能が発揮さ

れる条件と同様に，構造物が移動し易い条件に

おいて高い免波効果を確認した． 
6） 提案した構造形式では，津波波力を受ける構造

物の傾斜角を大きくするため，ピット上部の空

間を広くすることで衝突流が分けられ，波力の

ピーク値を抑制する上で効果的であることが確

認された． 
7） 免波性能に関しては，地下構造部で津波による

圧力が大きくなることも推察されるので，地下

構造部の応力状態，構造物の浮き上がりや転倒

については適切な配慮をすることが必要になる

と考察される． 
 
提案した免震・免波構造は，流動性を有するアス

ファルト系免震材を用いることで，地震動に対する
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免震効果のみならず，沿岸部において想定される津

波衝突による波圧の低減を図るものである．本研究

では， SPH法を用いた数値解析の実施により，免震

性能および免波性能の確認を行った．今後は，数値

解析によるより詳細な検証を実施するとともに，模

型実験による実証を重ねていく他、免震・免波構造

の津波作用時における水平移動に対応できるような

可とう管などのデバイスの開発も合わせて検討する

必要があると考えている．  
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FUNDAMENTAL STUDY ON APPLICABILITY OF  
ISOLATION STRUCTURE AGAINST EARTHQUAKE MOTION AND TSUNAMI 

BY UTILIZING ASPHALTIC VISCOUS FLUID 
 

Mikio TAKEWUCHI, Yoshiaki ARIGA, Takashi WATANABE,  
Shohei KAWAGUCHI, Yasushi NISHIMOTO,  

Muneo HORI and Taro ARIKAWA 
 

Wastewater treatment plants are usually constructed at coastal zone and river mouth area because of 
gravity system for collecting sewage. Consequently, they can be attacked by not only strong motion but 
also tsunami at earthquake time. In this study, we proposed isolation structural method against strong 
earthquake motion and tsunami by utilizing asphaltic viscous fluid isolator. Applicability of the method 
was examined by numerical analyses based on incompressible smoothed particle hydrodynamics. As a 
result, it is considered that wave pressure induced by tsunami can be reduced due to three-dimensional 
cushion effect of isolator. 
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